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大阪市立東淀川区民会館 

 管理運営業務仕様書 

 

１ 趣旨 

  本仕様書は、大阪市区役所附設会館（以下「会館」という。）の指定管理運営に

関する業務の内容及びその範囲について定めることを目的とする。 

 

２ 施設の概要 

  大阪市では、昭和 40年に「大阪市区役所附設会館条例」（以下「会館条例」と

いう。）を制定し、コミュニティ活動の振興及び市民の福祉の増進に資するため、

会館を設置している。 

会館は、コミュニティ活動の振興並びに地域における文化の向上及び福祉の増

進を図るとともに、市民の集会その他各種行事の場を提供することにより市民相

互の交流を促進し、もって連帯感あふれるまちづくりの推進に寄与することを目

的としている。 

 

そのような状況において、東淀川区民会館は、平成 10 年に供用を開始してお

り、延べ床面積 1,002.23平方メートル、鉄骨鉄筋コンクリート造地上４階地下１

階建、諸室としての集会室６室、貸室対象外の市民活動 PRコーナー及び事務室を

備えた施設であり、令和６年度の年間の利用率は 68.2％であり、地域団体の活動

の拠点になっているとともに、企業等による各種イベントにも活用されているな

ど、非常に重要な施設である。 

また、本施設は、屋内プール、図書館との複合施設であり、それぞれ多くの利

用者があり広く区民に利用されている施設であり、円滑な施設運営のためには、

それぞれの施設との日常的な情報交換などが不可欠である。 

 

３ 東淀川区民会館に関する業務 

  会館条例第３条に規定する事業に関し、次のとおり実施すること。 

※指定管理者自身が実施しなければならない業務や第三者委託については、指

定管理業務の基準１（２）※を参照すること。 

 

ア 地域のコミュニティ振興に寄与する事業 

   会館においては、その設置趣旨から会館において行われるべき業務が会館条

例第３条によって次のとおり定められている。 

第３条 会館は、前条の目的を達成するため、次に揚げる事業を行う。 

(1)コミュニティづくりに関する普及啓発 
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(2)コミュニティづくりに関する情報の収集及び提供 

(3)市民の集会その他各種行事の場の提供 

(4)その他市長が必要と認める事業 

会館条例の趣旨を達成するため、指定管理者はコミュニティづくりに関する

普及啓発、情報の収集及び提供等に取り組むこと。 

 

イ 施設の管理・運営に関する業務 

（ア）年間（事業）計画策定 

指定管理者は、①管理運営の体制、②事業の概要及び実施する時期、③管 

理運営に要する経費の総額及び内訳等を記載した年間事業計画書を作成し、

大阪市の承認を受けること。 

（イ）施設及び自転車駐車場の管理運営 

（ウ）警備保安業務 

（エ）防火管理業務 

   本施設は不特定多数の人が出入りする施設であり、甲種防火対象物の防火

管理者を必ず配置すること。 

（オ）利用者の安全確保及び防災並びに事故等の緊急非常事態への対応業務 

   指定管理者において非常災害時及び事故時等の対応マニュアルを作成する

こと。なお、マニュアルについては、大阪市が定めた「大阪市地域防災計画」

「指定管理者災害対応の手引き」等を踏まえて作成すること。 

また、大規模な災害や新型インフルエンザ等（新型コロナウイルスを含む）

感染拡大防止への対応のため、避難スペースを必要とする事態が生じた場合

において、本市から臨時の避難所として可能なスペースを提供するよう協力

依頼があった場合は協力すること。 

（カ）その他の業務 

   ・業務上必要な人員（臨時的な要員等を含む）の配置、管理、指導、研修

及び給与等の支払 

・大阪市ほか関係官公庁、機関への各種申請、報告、連絡調整 

・本件指定管理業務にかかる金銭、物品の出納及び収支精算 

 ※大阪市が指定管理者に貸与する物品は別紙「貸与備品一覧」のとおり 

とする。 

・労働安全衛生推進業務 

・災害時等の利用者の安全確保及び施設状況の確認、区との連絡調整 

・その他施設の良好な維持管理に必要な業務 

 

ウ 建物及び附属設備の維持保全業務 

 （ア）清掃等 
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・常に施設の環境を良好に維持すること。 

・日常清掃（毎日）、定期清掃（年４回）を実施すること。 

・植栽等環境整備 

・廃棄物処理 

・害虫等駆除 

 （イ）維持保全業務 

・常に建物及び附属設備の維持保全に留意し、日常点検を行うこと。 

・施設運営に必要な消耗品は、指定管理者において適宜補充、交換等を行

うこと。 

・省電力化への対応に関する電球等の交換は指定管理者が行うこと。 

・サービスの提供に伴って生じた、建物及び附属設備の軽微な損傷等の修

繕は指定管理者が行うこと。 

・指定管理者の管理の瑕疵により生じた損傷等については、指定管理者の

負担とする。 

・上記のほか、建物及び附属設備の修繕については、大阪市立東淀川区民

会館指定管理者募集要項（以下「募集要項」という。）６「リスク分担」

のとおりとする。 

 ※募集要項別紙「修繕必要箇所一覧」を参照すること。 

・開館時間外に、建物及び附属設備の補修等工事への立合いを求める場合

がある。 

・本施設は本市の他所属が所管する施設との複合施設であり、同一施設を

使用・管理するものとして、施設の運営等に際しては共同して管理を行

うなど他施設と十分調整を図り、施設運営に遺漏のないようにすること。 

 （ウ）施設、設備・機器等の各種点検 

・各種点検については、保守点検等にかかる負担区分に応じ、指定管理者

が実施すること。また、点検時に修繕対応が可能である軽微な内容（部

品交換など）については、点検時に対応すること。 

・点検において不具合が生じている場合は、判明後、速やかに報告書（写）、

写真などにより、大阪市へ報告すること。 

※別表「保守点検等にかかる負担区分」を参照すること（会館の自家用電気

工作物の保安業務は、大阪市が選任する電気主任技術者の指示のもとに

行うものとする。）。 

・日常点検は「市設建築物 日常点検ハンドブック」 

（https://www.city.osaka.lg.jp/toshiseibi/page/0000396206.html）を

踏まえて適切に実施し、記録すること。 

 

エ 施設貸館運営及び利用料金等の収入・還付に関する業務 

https://www.city.osaka.lg.jp/toshiseibi/page/0000396206.html
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（ア）施設の利用申込の手続・利用方法諸手続の説明 

・施設利用に関する管理は、市の指定する施設管理システムを使用するこ

と。 

・施設管理システムに関する保守等は大阪市が行い、その費用を負担する。 

・指定期間中に、システムの再構築が発生し、現行システムから使用方法

等が変更される場合は、システムの移行に当たり、データの引継作業に

協力するとともに、システム操作研修に参加すること。また、市と連携

し、利用者へ支障をきたさないよう対応すること。 

・利用申込の受付については、利用者の利便性向上の観点から、できる限

り多様な方法で受付を行うこと。 

・利用申込方法等については、ホームページ等で分かりやすく案内すると

ともに、窓口や電話での問合せにも丁寧に対応すること。 

 （イ）施設の利用許可書（使用許可書）の交付業務 

・施設の利用を許可する際には、許可書を交付し、利用条件等を適切に伝 

えること。 

 （ウ）利用料金等の収入に関する業務 

・施設利用にかかる料金の徴収については、過剰な予約を抑制して他の利

用希望者の利用を妨げないようにするという制度趣旨を踏まえつつ、利

用者に混乱をきたさない範囲内で、申込日から徴収日までの期間を設定

すること。また、利用者の利便性を高め利用促進につながるよう、時勢

に応じて効率的な手法を導入すること。 

・利用料金を集計し、毎月１回報告を行うこと。ただし、運用状況等によ

り報告の頻度を見直す場合がある。 

 （エ）施設の利用キャンセルの受付・利用料金等の還付業務 

・施設利用にかかるキャンセルの受付・利用料金等の還付業務においては、

会館条例及び同施行規則（以下「施行規則」という。）に定めるところに

より実施すること。 

 （オ）利用者に貸し出す附属設備の管理、貸出、点検、補修指示等の業務 

・拡声装置等、利用者に貸し出す附属設備を適切に管理し、利用者のニー

ズに応じ的確な貸出を行うこと。 

・附属設備の返却時には、破損等がないか確認すること。利用者の故意・

過失により破損した場合は、補修にかかる経費負担を求めること。 

（カ）その他円滑な貸館運営に必要な業務 

 

オ その他の業務 

  ・指定期間開始前の引継業務 

・指定期間終了に当たっての引継業務 
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・大阪市からの指示に基づく資料等作成業務 

・施設の集客促進業務 

・指定管理者の自己点検 

・本施設への視察、見学者（団体）等への案内・対応業務 

・大阪市の他の相談事業を行う際の場所の提供等の協力業務 

・その他東淀川区民会館の管理運営に関して、大阪市が必要と認める業務 

 

４ 利用料金等 

ア 利用料金 

東淀川区民会館の施設の管理運営に当たっては、利用料金制を採用する。 

（ア）利用料金の基準・決定 

・東淀川区民会館では施設利用にかかる料金が指定管理者の収入となる利用

料金制を採用する。 

・施設の利用料金の上限額は、会館条例に定める範囲とする。 

・附属設備の利用料金の上限額は、施行規則に定める範囲とする。 

・入場料その他これに類する料金の徴収については、別添１「入場料その他こ

れに類する料金の徴収」を参照すること。 

・利用料金の設定の決定には、大阪市の承認が必要である。 

（イ）優先団体及び減免団体に関する取扱い 

・本施設は、区における地域コミュニティの振興を目的として設置された施設

であり、その目的に沿った活動を行うと区が認める団体が行う事業について

は、利用料金の減免を行うこと。 

・優先利用については、「大阪市立東淀川区民会館優先使用申請等にかかる取

扱要綱」に基づき運用を行うこと。 

・減免については、「大阪市区役所附設会館利用料金等の減免に関する要綱」

及び「東淀川区役所附設会館使用料金減免規程」に基づき利用料金の減免を

行うこと。 

 

イ 利用料金等収入の管理口座 

指定管理業務（６の自主事業等を含む。）にかかる収入及び支出は、法人自身

の口座とは区別し、専用の独立した口座で管理すること。 

 

ウ 利用料金の引継ぎ 

令和 12年度以前に利用者から支払われる利用料金のうち、次の指定期間（令

和 13年度以降）に利用日が到来する利用料金については、預り金として次の指

定管理者（令和 13年度の指定管理者に指定されるもの）に、次の指定期間が開

始するまでに引き継ぐこと。 
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エ 電子決済への対応 

・利用料金の収納にはコンビニ収納を導入しており、その対応は必須とする。

コンビニ収納への対応には、利用料金を管理する口座ごとに本市の指定する

収納代行事業者と契約をする必要があり、契約に当たっての経費は指定管理

者において負担することとする。 

 

コンビニ収納の場合、必要となる経費は次のとおりである。なお、本市により

指定期間中にシステムの再構築を実施した場合、必要となる経費が変更となる

可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

５ 市が指定管理者に支払う経費 

ア 経費の支払 

・業務代行料は、提案された収支計画を基本として協定締結時に金額を決定し

た上で、会計年度ごとに指定管理者の請求に基づき支払う。支払時期及び支

払方法については、本市関係規定をふまえた上で協定において定める。 

 

イ その他 

・利用料金収入等の減少などにより、業務代行料に不足が生じた場合でも、大

阪市は原則として補填は行わない。 

・業務の一部が実施できなくなった場合の取扱いについては、大阪市と指定管

理者において協議する。 

・災害等、不測の事態が発生したことにより、利用者の避難誘導や施設の状況

確認等指定管理者が通常行うべき業務以外に、想定外の業務が発生した場合

の取扱いについては、大阪市と指定管理者において協議する。 

 

６ 自主事業等 

指定管理者は、大阪市区役所附設会館における空き施設を利用して、施設の設

置目的に沿った自らが企画した事業（以下「自主事業」という。）を行うことがで

きる。指定管理者が行う自主事業については、次の要件を満たすものでなければ

ならない。なお、自主事業を実施するに当たっては、本市の事前承認を得ること。 

 

システム基本使用料     1,000円（月額） 

（口座入金手数料含む） 

※金額は税抜価格 

※決済手数料は利用者負担とするため、指定管理者において負担は不要。 
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ア 指定管理者が企画・実施する事業であること。 

イ 事業の目的が大阪市区役所附設会館の設置目的内であること。 

ウ 大阪市区役所附設会館で実施されること。 

エ 指定管理者の自主採算であること。 

 

３において記述している「会館条例第３条に規定する事業」は前述のとおり、

大阪市区役所附設会館の指定管理者として本来行うべき目的事業であり、自主事

業とは異なるものである。そのため、会計処理などは目的事業と自主事業とは明

確に区分するものとする。 

自主事業は、指定管理者が施設の有効活用の観点から、大阪市区役所附設会館

内において、空き施設を活用して施設の設置趣旨に沿った事業を実施するもので

あり、収益を上げても問題ないが、一般の利用者の利用を妨げるものであっては

ならず、また自主事業として区分されるためには、施設の設置趣旨に沿った活動

でなければならない。 

指定管理者が減免団体に指定されている場合、自主事業において会館を利用す

る場合の減免対象となる事業は本市が示す要綱に定められている「コミュニティ

活動の振興に関する事業のため使用するとき」に限定されることに留意すること。 

なお、東淀川区民会館に現在設置している自動販売機については、東淀川区役

所総務課が目的外使用許可により設置業者を公募し決定しており、当該設置場所

については、指定管理業務において使用ができないため、留意すること。 

 

７ 計画・報告 

ア 毎年度、本仕様書及び提案に基づく本業務に関する実施計画書を作成し、大阪

市の承認を得たのち、計画的に本業務を履行すること。 

イ 報告書等の書面をもって、業務の履行状況を大阪市に報告すること。 

ウ 前２項に定めるもののほか、大阪市が必要があると認めるときは、指定管理者

に対し本業務の履行状況について報告を求めることができる。 

 

８ その他 

・募集要項、協定、大阪市の指示等は遵守すること。 

・大阪市の事業の実施又は施設の提供に関して、大阪市から協力依頼があった場

合は協力すること。 

例）大阪市からの指示に基づく資料等作成業務 

施設運営に係る資料の作成や提出 

・公的利用における優先利用については、大阪市と調整すること。 

例）施設への視察、見学者・団体等への案内・対応業務 

その他、施設の管理運営に関して、関係機関等との連絡調整等大阪市が



 

- 8 - 

 

必要と認める業務 

 ・東淀川区民会館において本市が広告事業を実施する場合や防犯カメラを設置す

る場合において、本市から協力依頼があった場合は協力すること。 

・指定管理者は、本業務において本市の事務又は事業を実施する事業者であるこ

とから、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成 25年法律第 65

号）に基づき大阪市が定めた「大阪市における障がいを理由とする差別の解消

の推進に関する対応要領」を踏まえ、過重な負担が生じない範囲で、障がいの

ある人が障がいのない人と同等の機会が確保できるよう環境への配慮を行うと

ともに、障がいのある人の権利利益を侵害することとならないよう、個々の場

面において必要とする社会的障壁の除去について、合理的配慮の提供が適切に

なされるよう従事者向けの研修等を実施すること。 

・本施設の円滑な運営に当然必要と思われる業務については、本仕様書に特段の

定めがない場合においても、善良なる管理者の注意義務を持って行うこと。 

 ・天災等による臨時休館等の取扱いについては、別添２「天災その他やむを得な

い事由があるときの臨時休館等の取扱いについて」を参照すること。 


